
取組項目と取組の方向性・内容取組概要

内灘町の現状
2015国勢調査以降、総人口は減少へ
年少人口は減少傾向、老年人口は増加傾
向が継続

対応すべき課題
住民生活ニーズの多様化への対応
労働生産性の向上による行政サービスの
維持（2040年問題への対応）

自治体DXの推進による
「スマート自治体」への転換が必要

内灘町を取り巻く現状と課題

「内灘町まち・ひと・しごと創生総合戦略」
の実現をDXで推し進める

基本方針と目指す姿

取組の方向性
基幹系17業務システムについて、国の策
定する標準仕様に準拠したシステムへ移
行する

取組内容
現行システムを標準化に適合するパッケー
ジへバージョンアップに向けて、各業務主
幹課と連携して以下を実施する
現行システム調査、標準システムとの比
較分析、計画策定、バージョンアップ
「Gov-Cloud」への移行に係る検討

情報システムの標準化・共通化１

取組の方向性
ほとんどの住民がマイナンバーカードを
保有していることを目指す

取組内容
これまでの取組に加え、他自治体事例等も
参考に、早期交付率向上に向けて新たな取
組を検討・実施する
未申請住民（75歳未満）へのQRコード
付申請書の発送
新規申請者を対象としたマイナポイント
付与事業
申請サポート、臨時・出張窓口開設

マイナンバーカードの普及促進2

取組の方向性
住民がマイナンバーを用いて申請を行う
ことが想定される手続について、マイナ
ポータルによるオンライン手続きを可能
にする

取組内容
「ぴったりサービスのみの利用」と
「ぴったりサービスとぴったりサービス
申請APIを活用した民間電子申請サービ
スとの併用」を比較検討し、導入
電子申請利用手続きの拡大
キャッシュレス化への対応

行政手続きのオンライン化3

取組の方向性
内部事務にAIやRPAを取り入れ、事務の
効率化・省力化を図るとともに、職員の
働き方改革を推進する

取組内容
AI-OCR、RPAの導入、効果検証、適用
業務拡大
職員向け研修会の実施による業務改善意
識の醸成
RPA等のDX推進リーダーの育成

AI・RPAの利用促進4

取組の方向性
育児や介護など時間的制約を抱える職員
の「働き方改革」、ならびに、感染症対
策や災害時における行政機能の維持など
BCP対策の一環として、テレワークの導
入を検討する

取組内容
検討体制の構築
テレワーク推進の意義・必要性の整理
実態把握、課題把握
環境整備（ハード面、ソフト面）
試行及び検証

テレワークの推進5

取組の方向性
国の動向等を踏まえ、効率性・利便性の
向上と情報セキュリティ確保の両立に向
け、適切な情報セキュリティ対策を実施
する

取組内容
石川県情報セキュリティクラウドに沿っ
た技術的な対策の推進
情報セキュリティポリシーの改正
外部監査実施の検討

セキュリティ対策の推進6

取組の方向性
デジタル化によるメリットを享受できる
地域社会の実現に向けて、デジタル化を
推進する

取組内容
住民や企業がデジタル技術を活用できるよ
う支援施策を実施する
地域におけるデジタル人材の育成・確保
中小企業のDX支援（RPA導入支援等）
内灘町産業支援センター「UMI+（ウミ
ダス）」の施設充実
地域におけるキャッシュレス化の推進

地域社会のデジタル化7

取組の方向性
行政手続きのオンライン化等の推進とあ
わせ、「誰一人取り残さない」DX社会
の実現する

取組内容
各世代向けのIT教室の開催（高齢者向け
スマートフォン教室、子育て世代向けIT
教室など）
窓口での各種電子申請サービス支援
高齢者をサポートするサポート人材（デ
ジタル支援員）の育成

デジタルデバイド対策8

取組の方向性
新たな技術を最大限に活用し・効果を得
るため、従来の業務フロー等に縛られる
ことなく、積極的にBPRを実施する

取組内容
書面・押印・対面規制の見直しの一環と
して、行政手続きの押印見直しを実施
職員が自らBPRを実践する意識の醸成
（職員向け研修会の実施）
業務フローの見直しや標準化

BPR（業務改革）の取組徹底9

取組の方向性
町が保有するデータのオープン化を推進
し、様々な主体がオープンデータ容易に
活用でき、民間事業者による住民ニーズ
に即したサービスの創出を促す

取組内容
町保有データのオープンデータ化の検討
とオープンデータの充実
オープンデータポータルサイトの構築に
よる活用促進
GISの利活用推進

オープンデータの推進10

「行政」のDX
デジタル技術を活用した自治体業務の効率化・省力化
→職員は、よりきめ細やかな対応が求められる業務や
 クリエイティブな業務に注力

「住民サービス」のDX
住民の利便性向上に向けた取り組み
→行政手続きの利便性向上や
 住民ニーズに応える新たなサービスの提供

「地域」のDX
暮らしを支える様々な領域において
先端的サービスを導入することで地
域課題を解決
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取組項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 主な成果目標等

情報システムの標準化・共通化
目標時期：令和7年度
基幹系17業務システムについて、標
準仕様に準拠したシステムへ移行完
了

マイナンバーカードの普及促進

12月時点交付率：41.2% 交付率目標：100% 交付率目標：100%維持 交付率目標：100%維持 交付率目標：100%維持

目標時期：令和4年度末
ほとんどの住民がマイナンバーカー
ドを保有している状態

行政手続きのオンライン化
目標時期：令和4年度末
市町村対象手続き27手続について、
マイナポータルによるオンライン手
続きが可能な状態

AI・RPAの利用促進 複数部署・業務でのRPA適用による
業務の効率化・省力化

テレワークの推進
テレワーク環境の整備、多様な働き
方の実現の検討
令和5年度：試行導入
令和6～7年度：本導入

セキュリティ対策の推進 セキュリティポリシーの適宜見直し
外部セキュリティ監査の実施

地域社会のデジタル化 有効な施策の実施

デジタルデバイド対策 有効な施策の実施

BPR（業務改革）の取組徹底 BPRや業務標準化の実施

オープンデータの推進 オープンデータの充実

移行計画の策定
関連システムに係る検討

主要な取組のロードマップ
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行政 住民 地域

行政 住民 地域

行政 住民 地域

行政 住民 地域

行政 住民 地域

行政 住民 地域

行政 住民 地域

行政 住民 地域

行政 住民 地域

行政 住民 地域

現行システム調査
標準システムとの比較
分析
次期システム運用検討

次期システムの構築・移行（バージョンアップ）

Gov-Cloudへの移行に係る検討

以降継続
国の施策等も踏まえ、必要に応じて新たな施策を追加実施

未申請住民（75歳未満）へのQRコード付申請書発送
マイナポイント付与事業
申請サポート（窓口延長、臨時・出張申請窓口開設）

導入方式等の検討 手続きオンライン
化のしくみの導入 サービス提供（27手続き）、対象手続き順次拡大、キャッシュレス化対対応

利用拡大に向けたデジタルデバイド対策の実施

RPA勉強会の実施
RPA・AI-OCRの試行導入
効果検証（1業務）

適用業務の拡大（全庁展開）、チャットボット等の新たな業務効率化・省力化ツール等の導入

RPA推進リーダーの育成、職員向け研修会による業務改善意識の醸成

検討体制の構築
課題整理
導入目的の明確化
方式検討

テレワーク環境の試行
導入、検証

関連規程等の見直し

テレワーク環境の整備、本導入

石川県情報セキュリティ
クラウド更改
次期セキュリティクラ
ウドへの移行対応

情報セキュリティポリシーの改正検討
外部セキュリティ監査の実施検討、結果反映

石川県情報セキュリティクラウドの利用

他自治体事例等の収集
実施施策・スケジュー
ルの検討

有効な施策の順次実施
（中小企業のDX支援、内灘町産業支援センターの施設充実、住民とのワーク
ショップ等の企画開催、地域におけるキャッシュレス化の推進施策など）

他自治体事例等の収集
実施施策・スケジュー
ルの検討

高齢者向けスマート
フォン教室の開催

有効な施策の順次実施
（子育て世代向けIT教室、親子プログラミング教室、窓口での各種電子申請
サービス利用支援、高齢者をサポートするデジタル支援員の育成など）

行政手続きの押印見直
し

職員向けBPR研修会の実施
RPA導入を契機とした積極的なBPRや業務標準化の検討、実施

他自治体事例等の収集
実施施策・スケジュー
ルの検討

有効な施策の順次実施
（町保有データのオープン化、オープンデータポータルサイトの構築、GIS利
活用など）


